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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

回次
第90期

第１四半期連結 
累計(会計)期間

第89期

会計期間
自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日

自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日

売上高 (百万円) 31,644 101,649 

経常利益 (百万円) 6,341 15,580 

四半期(当期)純利益 (百万円) 3,688 10,274 

純資産額 (百万円) 85,803 82,245 

総資産額 (百万円) 151,821 142,357 

１株当たり純資産額 (円) 1,984.24 1,901.87 

１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) 85.31 237.60 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 56.5 57.8 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,603 11,647 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △ 842 207 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △ 87 △ 1,617

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 25,111 22,938 

従業員数 (人) 3,329 3,126 
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２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。  

 また、主要な関係会社についても異動はありません。  

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

                            平成20年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

      ２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。 

     ３ 臨時従業員には、契約社員、パートタイマー、期間社員及びアルバイトを含み、派遣社員を除いて 

     おります。 

  

(2) 提出会社の状況 

                            平成20年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

 ２ 臨時従業員数については、当該臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため、 

     記載を省略しております。 

  

  

従業員数(人) 3,329 (372) 

従業員数(人) 898 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当第１四半期連結会計期間における生産実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当第１四半期連結会計期間における受注実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

 ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当第１四半期連結会計期間における販売実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

部門名 生産高(百万円)

産業資材 19,680 

電子 7,281 

印刷情報 5,154 

合計 32,117 

部門名 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

産業資材 20,577 8,307 

電子 5,431 3,343 

印刷情報 6,330 3,011 

合計 32,338 14,661 

部門別 販売高(百万円)

産業資材 18,776 

電子 7,084 

印刷情報 5,783 

合計 31,644 
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 経営成績の分析 

当第１四半期連結会計期間における世界経済情勢は、原油価格の高騰による物価上昇や、米国に端を

発するサブプライムローン問題の深刻化による影響などから、消費の落込みやインフレ懸念など景気の

下振れリスクが高まり、先行き不透明な状況で推移しました。 

このような経済情勢のなかで、当社製品が多く使われているコンシューマー・エレクトロニクス市場

では、価格競争や開発競争が激しさを増す一方、アジア向けの需要が堅調に推移し、市場トレンドにお

いてはデザイン性と機能性を融合した高品位の技術・製品の需要拡大が加速しました。 

こうした市場環境のもと当社グループでは、第二次三ヶ年中期経営計画を完全達成するため、お客さ

まの満足度向上を最優先に掲げ、グローバル市場へ向けて積極的な受注活動を展開しました。 

こうした事業展開の結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は316億44百万円となりました。 

利益面では、営業利益は55億75百万円となりました。 

営業外損益については、受取配当金や円安の影響による為替差益等を主とした営業外収益を８億94百

万円計上する一方、有価証券評価損を主とする営業外費用を１億28百万円計上しました。その結果、経

常利益は63億41百万円となりました。 

特別損益については、貸倒引当金の戻入益を２百万円計上する一方、固定資産の除売却損を４百万円

計上しております。 

これらの結果、当第１四半期連結会計期間の四半期純利益は36億88百万円となりました。 

  

部門別の業績は次のとおりです。 

産業資材部門 

産業資材部門では、プラスチック製品に使われる加飾フィルムが主要製品となっています。当第１四

半期連結会計期間は、携帯電話向けが中国やインドなどで堅調に推移しましたが、需要の中心が低価格

帯機種へシフトしているため、販売単価引下げなどの影響を受けました。一方、デザイン重視のトレン

ドが進むノートパソコン向けでは、精力的に提案型営業活動を展開しグローバル企業へ向けて受注拡大

に努めました。それらの結果、当第１四半期連結会計期間の連結売上高は187億76百万円となりまし

た。 

電子部門 

電子部門では、携帯電話やゲーム機、電子辞書などに採用されるタッチパネルが主要製品となってい

ます。当第１四半期連結会計期間は、携帯電話へ搭載する高品位のタッチパネルが市場トレンドとして

ますます顕著となり、当社の主力製品であるタッチウインドウ(抵抗膜方式)への需要がグローバル規模

で拡大し、同時に昨年度市場投入したキャパシティブセンサー(静電容量方式)も順調な伸びを示しまし

た。その結果、当第１四半期連結会計期間の連結売上高は70億84百万円となりました。 

印刷情報部門 

 印刷情報部門では、広告宣伝物などで底堅さが見られるものの、原材料価格の上昇や受注競争の激化

により市場環境は厳しさを増しました。その結果、当第１四半期連結会計期間の連結売上高は57億83百

万円となりました。 
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所在地別セグメントの業績は次のとおりです。 

日本での売上高は294億96百万円となり、営業利益は49億93百万円となりました。アジアでの売上高

は53億51百万円となり、営業利益は６億85百万円となりました。その他の地域での売上高は22億36百万

円となり、営業利益は58百万円となりました。 

 なお、売上高にはセグメント間の内部売上高を含んでおります。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末における総資産は1,518億21百万円となり前連結会計年度末(平成20年３

月期末)に比べ94億63百万円増加しました。 

流動資産は759億84百万円となり前連結会計年度末に比べ31億72百万円増加しました。主な要因は、

売上高の伸長に伴い受取手形及び売掛金が27億65百万円増加したこと等によるものです。固定資産は

758億36百万円となり前連結会計年度末に比べ62億91百万円増加しました。主な要因は、設備投資によ

り有形固定資産が47億39百万円増加したこと等によるものです。 

当第１四半期連結会計期間末における負債は660億17百万円となり前連結会計年度末に比べ59億５百

万円増加しました。 

流動負債は441億80百万円となり前連結会計年度末に比べ47億98百万円増加しました。主な要因は、

設備投資に伴う設備関係支払手形が38億１百万円増加したこと等によるものです。 

固定負債は218億36百万円となり前連結会計年度末に比べ11億６百万円増加しました。主な要因は、

その他に含まれる繰延税金負債が９億91百万円増加したこと等によるものです。 

当第１四半期連結会計期間末における純資産は858億３百万円となり前連結会計年度末に比べ35億58

百万円増加しました。主な要因は、四半期純利益を36億88百万円計上したことにより利益剰余金が増加

したこと等によるものです。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は251億11百万円と

なり、前連結会計年度末に比べ21億72百万円増加しました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは36億３百万円資金が増加しました。主な要因は、税金等調整前

四半期純利益63億39百万円を計上したこと等によるものです。  

投資活動によるキャッシュ・フローは８億42百万円資金が減少しました。主な要因は、設備投資のた

め32億30百万円を支出したこと等によるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは87百万円資金が減少しました。主な要因は、短期借入金の増減

として１億71百万円資金が減少したこと等によるものです。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は２億65百万円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画していた重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 180,000,000 

計 180,000,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,029,493 45,029,493 

東京証券取引所
(市場第一部） 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

―

計 45,029,493 45,029,493 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高 
（千株）

資本金
増減額 

（百万円）

資本金
残高 

（百万円）

資本準備金 
増減額 

（百万円）

資本準備金
残高 

（百万円）

平成20年４月１日～ 

平成20年６月30日 
― 45,029 ― 5,684 ― 7,115 
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(6) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成20年３月31日現在で記載しております。 

① 【発行済株式】 

 平成20年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の株式数欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式1,000株が含まれて

  おりますが、当該株式に係る議決権10個については、議決権の数の欄からは除いております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が39株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

                                           平成20年３月31日現在 

 
  

  

２ 【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 東京証券取引所(市場第一部)におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 

1,787,300 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

43,179,500 
431,785 同上

単元未満株式 
普通株式 

62,693 
― 同上

発行済株式総数 45,029,493 ― ―

総株主の議決権 ― 431,785 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
日本写真印刷株式会社 

京都市中京区壬生花井町
3番地 1,787,300 ― 1,787,300 3.97 

計 ― 1,787,300 ― 1,787,300 3.97 

月別 平成20年４月 平成20年５月 平成20年６月

最高(円) 5,170 5,570 6,410 

最低(円) 4,210 4,230 5,320 
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第５ 【経理の状況】 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レ

ビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
 (1) 【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年3月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 26,208 24,010

受取手形及び売掛金 30,634 27,869

有価証券 2,700 3,703

商品 1 1

製品 3,064 3,595

原材料 1,602 1,706

仕掛品 8,602 8,395

繰延税金資産 1,660 1,474

その他 1,884 2,315

貸倒引当金 △375 △258

流動資産合計 75,984 72,812

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 14,715 12,601

機械装置及び運搬具（純額） 13,692 11,900

工具、器具及び備品（純額） 2,035 2,140

土地 6,498 6,567

建設仮勘定 7,068 6,061

有形固定資産合計 ※1  44,010 ※1  39,271

無形固定資産   

のれん 277 292

その他 1,233 987

無形固定資産合計 1,511 1,279

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  24,490 ※2  23,002

その他 6,220 6,387

貸倒引当金 △396 △395

投資その他の資産合計 30,314 28,994

固定資産合計 75,836 69,545

資産合計 151,821 142,357
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年3月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 19,057 18,447

短期借入金 ※2  1,788 ※2  2,115

1年内償還予定の社債 3,000 3,000

未払法人税等 2,798 3,507

賞与引当金 2,475 1,612

役員賞与引当金 112 90

設備関係支払手形 9,115 5,314

その他 5,832 5,293

流動負債合計 44,180 39,382

固定負債   

社債 7,000 7,000

長期借入金 457 360

退職給付引当金 6,633 6,527

その他 7,745 6,842

固定負債合計 21,836 20,730

負債合計 66,017 60,112

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,684 5,684

資本剰余金 7,354 7,354

利益剰余金 63,064 60,456

自己株式 △2,298 △2,289

株主資本合計 73,805 71,206

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 12,358 10,603

為替換算調整勘定 △364 431

評価・換算差額等合計 11,993 11,034

少数株主持分 4 4

純資産合計 85,803 82,245

負債純資産合計 151,821 142,357
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 (2) 【四半期連結損益計算書】 
   【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年4月1日 
 至 平成20年6月30日) 

売上高 31,644

売上原価 22,660

売上総利益 8,983

販売費及び一般管理費 ※1  3,408

営業利益 5,575

営業外収益  

受取利息 58

受取配当金 420

投資有価証券売却益 49

為替差益 296

その他 69

営業外収益合計 894

営業外費用  

支払利息 33

投資有価証券評価損 52

その他 43

営業外費用合計 128

経常利益 6,341

特別利益  

貸倒引当金戻入額 2

特別利益合計 2

特別損失  

固定資産除売却損 4

特別損失合計 4

税金等調整前四半期純利益 6,339

法人税等 2,650

少数株主利益 0

四半期純利益 3,688
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年4月1日 
 至 平成20年6月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 6,339

減価償却費 1,332

のれん償却額 14

賞与引当金の増減額（△は減少） 862

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 22

退職給付引当金の増減額（△は減少） 109

投資有価証券評価損益（△は益） 52

投資有価証券売却損益（△は益） △49

貸倒引当金の増減額（△は減少） 130

受取利息及び受取配当金 △478

支払利息 33

為替差損益（△は益） 9

固定資産除売却損益（△は益） 4

売上債権の増減額（△は増加） △3,609

たな卸資産の増減額（△は増加） 225

仕入債務の増減額（△は減少） 1,515

その他 80

小計 6,595

利息及び配当金の受取額 471

利息の支払額 △17

法人税等の支払額 △3,444

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,603

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △25

有価証券の償還による収入 1,202

有形及び無形固定資産の取得による支出 △3,230

有形及び無形固定資産の売却による収入 16

投資有価証券の取得による支出 △2

投資有価証券の売却による収入 259

投資有価証券の償還による収入 1,000

貸付けによる支出 △64

貸付金の回収による収入 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △842

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △171

長期借入れによる収入 125

長期借入金の返済による支出 △32

自己株式の取得による支出 △8

財務活動によるキャッシュ・フロー △87

現金及び現金同等物に係る換算差額 △500

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,172

現金及び現金同等物の期首残高 22,938

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  25,111
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】 

  

 
  

当第１四半期連結会計期間
(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日)

 １ 会計方針の変更 

（1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として個別法による原価法によっておりました

が、当第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月

５日）が適用されたことに伴い、主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）により算定しております。  

 この結果、従来の方法に比べて売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ

616百万円減少しております。  

（2）連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用  

 当第１四半期連結会計期間から「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。  

 なお、この変更による損益への影響は軽微であります。  

  

当第１四半期連結会計期間
(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日)

該当事項はありません。 

 

当第１四半期連結会計期間
(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日)

１ 税金費用の計算 

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。  

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

第１四半期連結累計期間 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額

26,190百万円 25,471百万円

※2 担保に供している資産 ※2 担保に供している資産

担保提供資産 担保提供資産

  投資有価証券 4,158百万円   投資有価証券 3,563百万円

上記に対応する債務 上記に対応する債務

  短期借入金 375百万円   短期借入金 375百万円

3 受取手形割引高 120百万円 3 受取手形割引高 837百万円

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日)

 ※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 荷造発送費 441百万円

 役員報酬 71

 役員賞与引当金繰入額 22

 給与 848

 賞与引当金繰入額 255

 退職給付費用 47

 福利厚生費 201

 家賃地代 108

 減価償却費 136

 貸倒引当金繰入額 135
 のれん償却額 14

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  至 平成20年６月30日)

※1 

 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に 

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 26,208百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,096百万円

現金及び現金同等物 25,111百万円
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(株主資本等関係) 

当第１四半期連結会計(累計)期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 45,029 

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 1,789 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 1,081 25.00 平成20年３月31日 平成20年６月30日
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(リース取引関係） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当第１四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著し

い変動が認められないため、記載しておりません。 

  

(有価証券関係) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

当社グループは、一般的な印刷物の製造・販売並びに印刷技術の応用展開による特殊な印刷物及び関連

機材の製造・販売を主な事業としております。全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める

一セグメントの割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略してお

ります。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

  

 
  

【海外売上高】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分方法は、地理的隣接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 

  アジア：東アジア及び東南アジア諸国 

  欧州：ヨーロッパ諸国 

  北米：米国その他 

３ 海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域に対する売上高であります。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

  

日本 アジア その他 合計 消去又は全社 連結

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高 29,496 5,351 2,236 37,084 (5,440) 31,644 

営業利益 4,993 685 58 5,737 (161) 5,575 

（注） １ 国又は地域の区分方法は、地理的隣接度によっております。

    ２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。

      アジア：東アジア及び東南アジア諸国

      その他：ヨーロッパ諸国及び米国その他

    ３  アジアにおける売上高の金額が、全セグメントの売上高の10％を超えたため、

      当第１四半期連結累計期間より、所在地別セグメント情報を記載しております。

アジア 欧州 北米 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 15,708 1,106 3,442 20,257 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 31,644 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 49.6 3.5 10.9 64.0 

- 19 -



(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

  

 
(注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

２【その他】 

 該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

1,984.24円 1,901.87円 

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日)

１株当たり当期純利益 85.31円 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

項目
当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 3,688 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 3,688 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 43,240 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

平成20年８月12日

日本写真印刷株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

本写真印刷株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期

間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本写真印刷株式会社及び連結子会社の平

成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

   

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  丹  治  茂  雄   印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  三  浦  宏  和   印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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